予算要求資料
平成28年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工鉱業振興費
	事業名　中小企業販路開拓等支援事業費補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　商工労働部　地域産業課　地場産業係　電話番号：058-272-1111（内3095）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11355@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　42,000千円（前年度予算額：42,000千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	42,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	42,000

	要求額
	42,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	42,000

	決定額
	42,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	42,000


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　　長引く景気低迷のなか、県内中小企業は、国内市場においては首都圏等で
の新規顧客の獲得を目指し、また、経済成長が著しいアジア地域に代表され
る海外市場においては、高品質な岐阜ブランドを前面に出した市場開拓を目

指し、国内外の見本市・展示会への出展を通じて販路拡大に取り組もうとし

ている。見本市等は業界バイヤーが一堂に会するため、極めて効率的な商談が可能であるが、出展には莫大なコストがかかり、また、１回きりの出展での商談成立は難しく、継続的に出展することによりバイヤーの信頼を勝ち得て初めて商談が成立するケースが多いため、中小企業等の販路開拓を支援する。
　また、岐阜県の「現代のライフスタイルを提案できる地場産業の集積地」という特色を生かし、産地が連携して販路開拓に取組む活動が芽生えており、その活動を支援するため、平成２８年度は地域団体商標を持つ産地組合が連携して行う販路開拓を重点的に支援する。

（２）事業内容

　　国内外の見本市・展示会への出展を通じて販路拡大に取り組もうとする県内中小企業を支援するため、出展、開催経費に対して補助金を交付する。
　　＜補助金の概要＞

○補助金名：岐阜県中小企業販路開拓等支援事業費補助金

○根拠法令等：中小企業販路開拓等支援事業費補助金交付要綱（岐阜県）
海外出展分：27,000千円、国内出展分：15,000千円（原則）
（３）県負担・補助率の考え方

　○補助対象及び補助率

①県内中小企業者

補助対象：海外見本市等の出展、開催に要する経費

補 助 率：補助対象経費の１／２以内

上限：1,000千円　下限：300千円

②組合、連携体、実行委員会等（市町村を通じた間接補助）
補助対象：国内・海外の見本市等の出展、開催に要する経費
 ※連携体構成員間の取引により生じる経費は対象外

補 助 率：市町村補助額の１／２以内かつ補助対象経費の１／３以内
　　《産地連携》上限：3,000千円　下限：1,000千円
《海外》上限：2,500千円　下限：1,000千円

《国内》開催の場合 …上限：2,000千円　下限：1,000千円

出展の場合 …上限：1,500千円　下限：1,000千円

販売ありの場合 … 上限･下限：1,000千円
　　　　　　　　※産地連携の取組を含むものは上限：3,000千円（販売ありを除く）
③構成員が複数の市町村にまたがる組合、連携体、実行委員会等

補助対象：国内・海外の見本市等の出展、開催に要する経費
 ※連携体構成員間の取引により生じる経費は対象外

補助率：市町村が補助又は負担する額以内かつ補助対象経費の1/3以内
　　《産地連携》上限：3,000千円　下限：1,000千円
《海外》上限：2,500千円　下限：1,000千円

《国内》開催の場合 …上限：2,000千円　下限：1,000千円
出展の場合 …上限：1,500千円　下限：1,000千円

販売ありの場合 … 上限･下限：1,000千円
　　　　　　　　※産地連携の取組を含むものは上限：3,000千円（販売ありを除く）
　
（４）類似事業の有無
　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	42,000
	海外・国内出展経費への補助金

	合計
	42,000
	


	　決定額の考え方　




（1） 各種計画での位置づけ　
　　　　・岐阜県成長・雇用戦略　

６　戦略を推進するための基盤づくり　（３）販路拡大・海外展開
（２）国・他県の状況
・他県においても県内産業販路開拓のための支援事業を実施している。

（３）後年度の財政負担

　　　　・継続的支援が必要であることから、毎年同額程度の経費負担を見込ん

でいる。
（４）事業主体及びその妥当性
　　　　・県が主体となり、県内企業の国内外への新規販路開拓の取り組みを支

援することには妥当性がある。
県単独補助金事業評価調書
	□  新規要求事業

	■  継続要求事業


	補助事業名
	岐阜県中小企業販路開拓等支援事業補助金

	補助事業者（団体）
	展示会を開催又は展示会に出展をする中小企業等

	補助事業の概要
	（目的）中小企業の販路開拓の取組みを支援する
（内容）展示会の開催・出展経費の一部を補助する

	補助率等
	定額・定率・その他（例：人件費相当額）
・対象経費の1/3～1/2を上限として補助

・補助上限額の設定あり（100～300万円）

	補助効果
	新たな取引先（販路）の開拓

	終期の設定
	なし

（理由）継続的な支援が必要なため


（事業目標）
	・終期までに何をどのような状態にしたいのか

　地域ブランドの育成や県産品の市場の拡大を図り、ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくりを目指す。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
(　　　　　)
	目標
(H30年度末)
	目標

(　　)

	1 補助採択件数
	
	39
	

	②
	
	
	


	
	H24年度
	H25年度
	H26年度
	H27年度
	H28年度

（要求）

	補助金交付実績
	28,957千円
	38,557千円
	37,115千円
	(交付決定額)

42,000千円
	(要求額)

42,000千円

	指標①目標
	
	３９
	３９
	３９
	３９

	指標①実績
	２６
	３８
	３２
	３８
	(推計値)



	指標①達成率
	％
	９７％
	８２％
	９７％
	(推計値)


	指標②目標
	
	
	
	
	

	指標②実績
	
	
	
	(推計値)


	(推計値)



	指標②達成率
	％
	％
	％
	(推計値)
％
	(推計値)
％


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　中小企業にとって、独自に大型展示会に出展することは経費的に大きな負担であるが、当該補助事業を利用することにより、30企業・団体が国内外の展示会に出展した。補助金活用企業等からは、海外展示会では約300件、国内展示会では約2,000件の成約の起点となったという報告を受けている。
　展示会出展は継続することが、バイヤー等の信頼につながるため、事業継続によって成約件数が上昇することが期待できる。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
販路開拓支援に対するニーズが高まっており、今後更に申請件数が増加する可能性がある。


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○
	国内市場の縮小や安価な海外製品の流入等厳しい環境の中、県産品の国内外における販路開拓・拡大を支援し、県内産業の活性化を図るため必要である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている

△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
○
	ブース来場者数、名刺交換件数、商談数等の数値から、企業に販路開拓の機会を提供するための支援施策として一定の成果を得られていると考える。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
○
	募集時から申請時にかけて、補助金の目的を十分に説明し、申請者のマンネリ・形骸化の恐れのある事業を見直す等して、効率的かつ効果的な支援を行っている。


（事業の見直し検討）

	・事業のマンネリ化を防止することや、新規事業者の採択を優先することを目的とし、申請回数に上限を設ける制度改正を検討している。


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	継続・削減・統合・廃止

（理由）



